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（はじめに）平成30年度政策評価実施計画の一部改正について 

 

 

総合目標１、６、政策目標１－１につきましては、「経済財政運営と改革の基本

方針2018」（平成30年６月15日閣議決定）において、「経済再生と財政健全化に着

実に取組み、2025年度の国・地方を合わせたＰＢ黒字化を目指す。」、「同時に債

務残高対ＧＤＰ対の安定的な引下げを目指すことを堅持する。」とされたことを受

け、目標等の記載を一部変更しました。 

 

 

平成30年８月 

財  務  省 
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（はじめに）平成30年度財務省政策評価実施計画について 

 

 

  財務省では、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成13年法律第86

号）及び財務省の「政策評価に関する基本計画」に基づき、主要な政策分野全てを

対象として実績評価方式（あらかじめ目標を設定しそれらに対する実績の評価を行

う評価方式）により評価を行っており、毎年３月末までに実施計画を策定し、公表

することとしています。また、実施計画の策定に当たっては、「財務省政策評価懇

談会」を開催し、有識者の方々から御意見をいただいています。 

平成30年度の実施計画では33の「政策の目標」（総合目標６、国税庁の目標を含

む政策目標27）を設定しており、財務大臣財政演説や、「新しい経済政策パッケー

ジ」、「未来投資戦略2017」等の昨年度の実施計画策定時以降に発出・決定された

内閣の基本方針を踏まえて策定しています。 

また、平成 30 年度より、一覧性の確保と読みやすさの向上を図るため、政策評

価実施計画と事前分析表の記載事項を見直し、従前の政策評価実施計画に記載して

いた「目標の内容」や「目標達成のための取組」などの情報を事前分析表に集約し

ました。 

  政策評価に関する情報の公表を通じて、政策の透明性を確保することにより、国

民の皆様に対する説明責任を果たし、信頼される行政を目指してまいります。 

 

 

平成30年３月 

財  務  省 
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１
．
財
務
省
の
「
政
策
の
目
標
」
の
体
系
図
（
平
成
30
年
度
版
）
 

  

 

納
税

者
と

し
て

の
国

民
の

視
点

に
立

ち
、

効
率

的
か

つ
透

明
性

の
高

い
行

政
を

行
い

、
国

の
財

務
を

総
合

的
に

管
理

運
営

す
る

こ
と

に
よ

り
、

健
全

で
活

力
あ

る
経

済
及

び
安

心
で

豊
か

な
社

会
を

実
現

す
る

と
と

も
に

、
世

界
経

済
の

安
定

的
発
展

に
貢

献
す

る
こ

と
。

 

政
策

の
目

標
 

財
務

省
の

使
命

 

財
政
健

全
化

目
標

達
成

に
向

け
、
社

会

保
障

と
税

の
一

体
改

革
を

継
続

す
る

と
と

も
に

、
個

人
所

得
課

税
に

つ
い

て
所

得
再

分
配

機
能

の
回

復
や

多
様

な
働

き
方

に
対

応
し

た
仕

組
み

等
を

目
指

す
観

点
か

ら
そ

の
あ

り
方

を
検

討
す

る
な

ど
、

経
済

社
会

の
構

造
変

化
を

踏
ま

え
た

税
体

系
全

般
に

わ
た

る
構

造
改

革
（

オ
ー

バ
ー

ホ
ー

ル
）

を
進
め
る
。
 

我
が

国
の

財
政

状
況

が
歴

史
的

に
見

て
も

諸
外

国
と

の
比

較
に

お
い

て
も

、
極

め
て

厳

し
い

状
況

に
あ

る
こ

と
を

踏
ま

え
、

社
会

保

障
・

税
一

体
改

革
を

継
続

す
る

と
と

も
に

、

2
02
5
年

度
の

国
・

地
方

を
合

わ
せ

た
プ

ラ
イ

マ
リ

ー
バ

ラ
ン

ス
（

基
礎

的
財

政
収

支
）

黒

字
化

を
目

指
し

、
同

時
に

債
務

残
高

対
Ｇ

Ｄ

Ｐ
比

の
安

定
的

な
引

下
げ

を
目

指
す

と
の

財

政
健

全
化

目
標

達
成

に
向

け
、

経
済

再
生

を

図
り

な
が

ら
、

歳
入

・
歳

出
両

面
に

お
い

て

財
政
健
全
化
に
取
り
組
む
。

 
経
済
金
融
情
勢
及
び
財
政
状
況
を
踏
 

ま
え
つ
つ
、
市
場
と
の
緊
密
な
対
話
に
基
 

づ
き
、
国
債
管
理
政
策
を
遂
行
し
、
中
長
 

期
的
な
調
達
コ
ス
ト
の
抑
制
を
図
り
な
 

が
ら
、
必
要
な
財
政
資
金
を
確
実
に
調
達
 

す
る
。
同
時
に
、
国
庫
金
の
適
正
な
管
理
 

を
行
う
。
ま
た
、
社
会
経
済
情
勢
等
の
変
 

化
を
踏
ま
え
、
財
政
投
融
資
を
活
用
し
て
 

政
策
的
に
必
要
と
さ
れ
る
資
金
需
要
に
 

的
確
に
対
応
す
る
。
さ
ら
に
、
地
方
公
共
 

団
体
等
と
の
連
携
を
進
め
、
国
有
財
産
の
 

有
効
活
用
を
進
め
る
。
 

関
係
機
関
と
の
連
携
を
図
り
つ
つ
、
金

融
破
綻
処
理
制
度
の
整
備
･運

用
を
図
る

と
と

も
に

金
融

危
機

管
理

を
行

う
こ

と

に
よ
り
、
金
融
シ
ス
テ
ム
の
安
定
の
確
保

を
図
る
。
ま
た
、
通
貨
の
流
通
状
況
を
把

握
す
る
と
と
も
に
、
偽
造
・
変
造
の
防
止

等
に
取
り
組
み
、
高
い
品
質
の
通
貨
を
円

滑
に
供
給
す
る
こ
と
に
よ
り
、
通
貨
に
対

す
る
信
頼
の
維
持
に
貢
献
す
る
。

 
我

が
国

経
済

の
健

全
な

発
展

に
資

す

る
よ

う
、

国
際

的
な

協
力

等
に

積
極

的

に
取

り
組

む
こ

と
に

よ
り

、
世

界
経

済

の
持

続
的

発
展

、
ア

ジ
ア

地
域

を
含

む

国
際

金
融

シ
ス

テ
ム

の
安

定
及

び
そ

れ

に
向

け
た

制
度

強
化

、
質

の
高

い
イ

ン

フ
ラ

投
資

等
を

通
じ

た
開

発
途

上
国

の

経
済

社
会

の
発

展
、

国
際

貿
易

の
秩

序

あ
る

発
展

を
目

指
す

と
と

も
に

、
日

本

企
業
の
海
外
展
開
支
援
も
推
進
す
る
。

財
政
 

（
総
合
目
標
１
）
 

税
制
 

（
総
合
目
標
２
）
 

財
務
管
理
 

（
総
合
目
標
３

）
 

通
貨
・
金
融
シ
ス
テ
ム
 

（
総
合
目
標
４
）
 

世
界
経
済
 

（
総
合
目
標
５
）
 

政 策 の 基 本 目 標 （ 総 合 目 標 ） 

1
-1
 
重

点
的

な
予

算
配

分
を

通
じ
た
財
政
の
効
率
化
・
質

的
改
善
の
推
進
 

1
-2
 必

要
な
歳
入
の
確
保
 

1
-3

予
算
執
行

の
透
明
性
の
向

上
・
適
正
な
予
算
執
行
の
確

保
 

1
-4
 
決

算
の

作
成

を
通

じ
た

国
の

財
政

状
況

の
的

確
な

開
示
 

1
-5
 
地

方
財

政
計

画
の

策
定

を
は
じ
め
、
地
方
の
歳

入
・

歳
出
、
国
・
地
方
間
の
財
政

移
転

に
関

す
る

事
務

の
適

切
な
遂
行
 

1
-6
 
公

正
で

効
率

的
か

つ
透

明
な
財
政
・
会
計
に
係
る
制

度
の

構
築

及
び

そ
の

適
正

な
運
営

 

各 政 策 分 野 の 目 標 （ 政 策 目 標 ）

2-
1

経
済

の
好

循
環

を
確

実
な

も
の

と
す

る
た

め
の

税
制

の
着

実
な

実
施

、
我

が
国

の
経

済
社

会
の

構
造

変
化

及
び

喫
緊

の
課

題
に

応
え

る
た

め
の

税
制

の
検

討
並

び
に

税
制

に
つ

い
て

の
広
報
の
充
実

2-
2 

内
国

税
の

適
正

か
つ

公
平
な
賦
課
及
び
徴
収

2-
3 

酒
類

業
の

健
全

な
発

達
の
促
進

2-
4 

税
理

士
業

務
の

適
正

な
運
営
の
確
保

7-
1 

政
府

関
係

金
融

機
関

等
の

適
正

か
つ

効
率

的
な

運
営
の
確
保

8-
1 

地
震

再
保

険
事

業
の

健
全
な
運
営

9-
1 

安
定

的
で

効
率

的
な

国
家

公
務

員
共

済
制

度
等

の
構
築
及
び
管
理

10
-1
 
日
本

銀
行
の

業
務

及
び

組
織

の
適

正
な

運
営

の
確

保
 

11
-1
 
た
ば

こ
・
塩

事
業

の
健

全
な

発
展

の
促

進
と

適
切

な
運
営
の
確
保
 

3
-1

国
債

の
確

実
か

つ
円

滑
な

発
行

及
び

中
長

期
的

な
調
達
コ
ス
ト
の
抑
制
 

3
-2
 
財

政
投

融
資

の
対

象
と

し
て

必
要

な
事

業
を

実
施

す
る

機
関

の
資

金
需

要
へ
の
的
確
な
対
応
、
デ

ィ
ス

ク
ロ

ー
ジ

ャ
ー

の
推

進
及

び
機

関
に

対
す

る
チ

ェ
ッ

ク
機

能
の

充
実
 

3
-3

庁
舎

及
び

宿
舎

を
含

む
国

有
財

産
の

適
正

な
管

理
・
処
分
及
び
有
効
活
用

と
情
報
提
供
の
充
実
 

3
-4

国
庫

金
の

効
率

的
か

つ
正
確
な
管
理
 

4
-1
 
通

貨
の

円
滑

な
供

給
及

び
偽
造
・
変
造
の
防
止
 

4
-2
 
金

融
破

綻
処

理
制

度
の

適
切
な
整
備
・
運
用
及
び

迅
速
・
的
確
な
金
融
危
機

管
理

5
-1
 
内
外
経

済
情

勢
等

を
踏

ま
え

た
適

切
な

関
税

率
の
設
定
・
関
税
制
度
の
改

善
等
 

5
-2
 
多
角
的

自
由

貿
易

体
制

の
維
持
・
強
化
及
び
経
済

連
携

の
推

進
並

び
に

税
関

分
野

に
お

け
る

貿
易

円
滑
化
の
推
進
 

5
-3
 
関
税

等
の

適
正

な
賦

課
及
び
徴
収
、
社
会
悪
物
品

等
の

密
輸

阻
止

並
び

に
税

関
手

続
に

お
け

る
利

用
者
利
便
の
向
上
 

6-
1 

外
国

為
替

市
場

の
安

定
並

び
に

ア
ジ

ア
地

域
を

含
む

国
際

金
融

シ
ス

テ
ム

の
安

定
に

向
け

た
制

度
強

化
及

び
そ

の
適

切
な

運
用

の
確
保

6-
2 

開
発

途
上

国
に

お
け

る
安

定
的

な
経

済
社

会
の

発
展

に
資

す
る

た
め

の
資

金
協

力
・

知
的

支
援

を
含

む
多
様
な
協
力
の
推
進

6-
3

日
本

企
業

の
海

外
展

開
支
援
の
推
進

国
際
金
融
シ
ス

テ
ム
の
安

定
的
か
つ
健
全

な
発
展
と

開
発
途
上
国
の

経
済
社
会

の
発
展
の
促
進
 
 

（
政
策
目
標
６
）
 

健
全
な
財
政
の
確
保
 

（
政
策
目
標
１
）

適
正
か
つ
公
平
な
 

課
税
の
実
現
 

（
政
策
目
標
２
）
 

国
の
資
産
・
 

負
債
の
適
正
な
管
理
 

（
政
策
目
標
３
）

通
貨
及
び
信
用
秩
序
に
 

対
す
る
信
頼
の
維
持
 

（
政
策
目
標
４

）
 

貿
易
の
秩
序
維
持
と
 

健
全
な
発
展
 

（
政
策
目
標
５
）

財
務
省
が
所
管
す
る
法
人

及
び
事
業
等
の
適
正
な
管

理
、
運
営
の
確
保
 

総
合
目
標
１

か
ら
５
の
目
標
を
追
求
し
つ
つ
、
大
震
災
等
か

ら
の
復
興
の
加
速
に
取
り
組
む
と
と
も

に
、
デ
フ
レ
か
ら
の
脱
却
を

確
実
な
も
の
と
し
、
経
済
再

生
と
財

政
健
全
化
の
双
方
を
同
時
に
実
現
す
る
こ
と
を
目
指
し
、
関
係
機
関
と
の
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
適
切
な
財
政
・
経
済
の
運
営
を
行
う
。

財
政
・
経
済
運
営
（
総
合
目
標
６
） 

資料１ 
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1 1 1 2 ○ ○ ○ ○

1 0 1 1 ○ ○ ○ ○

4 0 4 4 － ○ ○ ○

2 0 2 2 － － － ○

2 0 5 5 ○ － ○ ○

1 0 2 2 ○ ○ ○ ○

11 1 15 16

2 0 5 5 ○ ○ ○ ○

1 0 1 1 ○ ○ － ○

4 0 4 4 － － － ○

2 3 0 3 － － － －

1 0 1 1 － － ○ －

1 1 1 2 － － － －

2 3 1 4 ○ ○ ○ ○

34 33 26 59 － － － －

7 2 6 8 － － － －

3 2 2 4 － － － －

　関係機関との連携を図りつつ、金融破綻処理制度の整備･運用
を図るとともに金融危機管理を行うことにより、金融システム
の安定の確保を図る。また、通貨の流通状況を把握するととも
に、偽造・変造の防止等に取り組み、高い品質の通貨を円滑に
供給することにより、通貨に対する信頼の維持に貢献する。

合　計

1-4

1-3

1-2

1-1

1

4

3

2

6

5

小 計

　総合目標１から５の目標を追求しつつ、大震災等からの復興
の加速に取り組むとともに、デフレからの脱却を確実なものと
し、経済再生と財政健全化の双方を同時に実現することを目指
し、関係機関との連携を図りながら、適切な財政・経済の運営
を行う。

総
合
目
標

　我が国の財政状況が歴史的に見ても諸外国との比較においても、
極めて厳しい状況にあることを踏まえ、社会保障・税一体改革を継
続するとともに、2025年度の国・地方を合わせたプライマリーバラ
ンス（基礎的財政収支）黒字化を目指し、同時に債務残高対ＧＤＰ
比の安定的な引下げを目指すとの財政健全化目標達成に向け、経済
再生を図りながら、歳入・歳出両面において財政健全化に取り組
む。

2-4

2-3

税理士業務の適正な運営の確保

政
策
目
標

内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収

酒類業の健全な発達の促進

2-2

2-1

1-6

1-5

予算執行の透明性の向上・適正な予算執行の確保

経済の好循環を確実なものとするための税制の着実な実施、我
が国の経済社会の構造変化及び喫緊の課題に応えるための税制
の検討並びに税制についての広報の充実

必要な歳入の確保

政策の目標ごとの測定指標等の設定状況及び関連する内閣の基本方針一覧表

定性的
指標

定量的
指標

テーマ
又は
施策

「政　策　の　目　標」

関連する内閣の基本方針※

その他
施政
方針
演説

財政
演説

測定指標

　財政健全化目標達成に向け、社会保障と税の一体改革を継続
するとともに、個人所得課税について所得再分配機能の回復や
多様な働き方に対応した仕組み等を目指す観点からそのあり方
を検討するなど、経済社会の構造変化を踏まえた税体系全般に
わたる構造改革（オーバーホール）を進める。

　経済金融情勢及び財政状況を踏まえつつ、市場との緊密な対
話に基づき、国債管理政策を遂行し、中長期的な調達コストの
抑制を図りながら、必要な財政資金を確実に調達する。同時
に、国庫金の適正な管理を行う。また、社会経済情勢等の変化
を踏まえ、財政投融資を活用して政策的に必要とされる資金需
要に的確に対応する。さらに、地方公共団体等との連携を進
め、国有財産の有効活用を進める。

骨太
方針

　我が国経済の健全な発展に資するよう、国際的な協力等に積
極的に取り組むことにより、世界経済の持続的発展、アジア地
域を含む国際金融システムの安定及びそれに向けた制度強化、
質の高いインフラ投資等を通じた開発途上国の経済社会の発
展、国際貿易の秩序ある発展を目指すとともに、日本企業の海
外展開支援も推進する。

決算の作成を通じた国の財政状況の的確な開示

地方財政計画の策定をはじめ、地方の歳入・歳出、国・地方間
の財政移転に関する事務の適切な遂行

公正で効率的かつ透明な財政・会計に係る制度の構築及びその
適正な運営

重点的な予算配分を通じた財政の効率化・質的改善の推進

資料２
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5 4 6 10 － ○ － －

4 2 5 7 － ○ ○ ○

6 6 16 22 － － ○ ○

3 3 0 3 － － － －

5 1 5 6 － － － ○

2 0 4 4 － － － ○

2 0 2 2 － － － ○

2 1 2 3 ○ － ○ ○

5 12 3 15 － － ○ ○

4 1 3 4 ○ － － ○

4 1 6 7 － － ○ ○

1 0 2 2 － － ○ ○

2 0 3 3 － － ○ ○

3 1 2 3 － － － －

3 0 3 3 ○ ○ ○ －

2 0 2 2 － － － －

2 3 4 7 － － － －

112 79 115 194

123 80 130 210

閣議決定）、「経済財政運営と改革の基本方針2015」（27年６月30日閣議決定）

　　その他：骨太方針以外の閣議決定等

注1:

注2:

3-1

11-1

10-1

6-2

6-1

5-3

5-2

5-1

測定指標

合　計
定量的
指標

小 計

たばこ・塩事業の健全な発展の促進と適切な運営の確保

地震再保険事業の健全な運営

安定的で効率的な国家公務員共済制度等の構築及び管理

国庫金の効率的かつ正確な管理

通貨の円滑な供給及び偽造・変造の防止

9-1

8-1

7-1

6-3

4-2

4-1

3-4

多角的自由貿易体制の維持・強化及び経済連携の推進並びに税
関分野における貿易円滑化の推進

日本銀行の業務及び組織の適正な運営の確保

庁舎及び宿舎を含む国有財産の適正な管理・処分及び有効活用
と情報提供の充実

政
策
目
標

金融破綻処理制度の適切な整備・運用及び迅速・的確な金融危
機管理

3-3

3-2
財政投融資の対象として必要な事業を実施する機関の資金需要
への的確な対応、ディスクロージャーの推進及び機関に対する
チェック機能の充実

国債の確実かつ円滑な発行及び中長期的な調達コストの抑制

開発途上国における安定的な経済社会の発展に資するための資
金協力・知的支援を含む多様な協力の推進

財政演説：第196回国会（30年１月22日麻生財務大臣）

※ 施政方針演説:第196回国会（30年１月22日安倍総理大臣）

施政
方針
演説

日本企業の海外展開支援の推進

政府関係金融機関等の適正かつ効率的な運営の確保

外国為替市場の安定並びにアジア地域を含む国際金融システム
の安定に向けた制度強化及びその適切な運用の確保

内外経済情勢等を踏まえた適切な関税率の設定・関税制度の改
善等

骨太方針：「経済財政運営と改革の基本方針2018」（30年６月15日閣議決定）、「経済財政運営と改革の基本方針2017」（29年６月９日

合 計

テーマ
又は
施策

「政　策　の　目　標」 定性的
指標

その他

関連する内閣の基本方針※

　「内閣の基本的な方針との関連」欄の○印は、当該「政策の目標」が明示的に取り上げられているもの。

　政策目標2-2～4の測定指標の数は、平成29事務年度（平成29年７月～平成30年６月）の国税庁実績評価実施計画における測定指標の数を
記載。

財政
演説

骨太
方針

関税等の適正な賦課及び徴収、社会悪物品等の密輸阻止並びに
税関手続における利用者利便の向上
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総合目標を構成するテーマ

総 1-1
2025年度の国・地方を合わせたプライマリーバランス黒字化を目指し、
同時に債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指す

総 2-1 我が国の経済社会の構造変化を踏まえた税制を構築する

総 3-1 適切な国債管理政策を実施する

総 3-2 財政投融資を適切に活用する

総 3-3 国有財産の有効活用を推進する

総 3-4 国庫金の適正な管理を行う

総 4-1 金融システムの安定を確保する

総 4-2 通貨に対する信頼を維持する

総 5-1 世界経済の持続的発展等に向けた国際的な協力に取り組む

総 5-2 国際貿易の秩序ある発展に向けた国際的な協力に取り組む

総 6-1

経済政策「アベノミクス」を推進することで、経済の好循環をより確か
なものとし、持続的な経済成長を実現するとともに、2025年度のプライ
マリーバランス黒字化を目指し、同時に債務残高対ＧＤＰ比の安定的な
引下げを目指す。

施　策　名

政 1-1-1 重点的な予算配分を通じた財政の効率化等への取組

政 1-1-2 財政に関する広報活動

政策目標１-２ 政 1-2-1 必要な歳入の確保等

政 1-3-1 予算執行に関する情報開示の充実

政 1-3-2 円滑かつ効率的な予算執行の確保

政 1-3-3 予算執行調査の実施

政 1-3-4 各省各庁等に対する予算の適正かつ効率的な執行の確保のための要請等

政 1-4-1 予算使用の状況、国庫歳入歳出状況及び決算概要の報告

政 1-4-2 平成29年度歳入歳出決算の国会への早期提出

政策目標１-５ 政 1-5-1 地方の歳入面・歳出面の改革

政策目標１-６ 政 1-6-1 国の財務書類の作成・公表等

総合目標１
（財政）

総合目標２
（税制）

総合目標３
（財務管理）

　総合目標４
 (通貨･
   金融システム)

総合目標５
（世界経済）

総合目標を構成するテーマ・政策目標に係る施策一覧表

総合目標

政策目標１-１

総合目標６
 (財政･経済運営)

（注）総合目標を構成するテーマには「目標番号－その範囲内での枝番号」という２桁の番号からなる整理番号
を付しています。

（注）施策には「目標番号－その範囲内での枝番号」という３桁の番号からなる施策番号を付しています。

政策目標１-３

政策目標１-４

政策目標１

整理番号

目　標 施策番号

政策目標

目　標

資料３
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政 2-1-1
経済の好循環を確実なものとするための税制の着実な実施、我が国の経
済社会の構造変化及び喫緊の課題に応えるための税制の検討

政 2-1-2 税制についての広報の充実

政策目標３-１ 政 3-1-1 市場のニーズ・動向等を踏まえた国債発行・債務管理

政 3-1-2 国債市場の流動性維持・向上

政 3-1-3 保有者層の多様化

政 3-1-4 市場との対話等

政 3-1-5 国債に係る国民等の理解の向上のための取組

政 3-2-1
社会経済情勢等の変化を踏まえ、財政投融資対象機関に対する適切な審
査に基づく財政投融資計画の編成

政 3-2-2 政策コスト分析等のディスクロージャーの推進

政 3-2-3 財政投融資対象機関に対するチェック機能の充実

政 3-2-4 貸付金の確実な回収と的確な資産負債管理による財務の健全性の確保

政 3-3-1 庁舎の効率的な使用の推進

政 3-3-2 宿舎の適正な管理の実施

政 3-3-3 行政財産等の監査の実施

政 3-3-4 未利用国有地等の有効活用の推進

政 3-3-5
普通財産等（土地、政府保有株式等）の管理・処分の適正かつ迅速な事
務処理

政 3-3-6
国有財産増減及び現在額総計算書等の国会への早期報告と情報提供の充
実

政 3-4-1 国庫金の効率的な管理

政 3-4-2 国庫金の出納事務の正確性の確保

政 3-4-3 国庫収支に関する情報提供

政 4-1-1 通貨の円滑な供給

政 4-1-2 偽造通貨対策の推進

政 4-1-3 国家的な記念事業としての記念貨幣の発行

政 4-1-4 貨幣回収準備資金の保有する地金の適正な管理

政 4-1-5 通貨への関心の向上

政 4-2-1 金融システムの安定のために必要な制度の整備

政 4-2-2
預金保険機構等の適切な監督、金融システムの安定のための諸措置の実
施

政 5-1-1
生産者・消費者・利用者等の現状、政策評価の結果等を踏まえた適切な
関税改正の実施

政 5-1-2 特殊関税制度の適正な運用

政策目標３-４

政策目標３-３

政策目標３-２

政策目標３

政策目標５

政策目標４

政策目標５-１

政策目標４-１

政策目標４-２

政策目標２-１

政策目標２
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政 5-2-1 多角的自由貿易体制の維持・強化及び経済連携の推進

政 5-2-2 税関分野における貿易円滑化の推進

政 5-3-1 関税等の適正な賦課及び徴収

政 5-3-2 社会悪物品等の密輸阻止

政 5-3-3 税関手続における利用者利便の向上

政 5-3-4 税関手続システムの機能拡充及び利用者利便の向上

政 5-3-5 税関行政に関する情報提供の充実

政 6-1-1 外国為替市場の安定

政 6-1-2
国際金融システムの安定に向けた制度強化に関する国際的な取組への参
画

政 6-1-3 アジアにおける地域金融協力の推進

政 6-1-4
テロ資金や北朝鮮の核関連及び大量破壊兵器の拡散等に関連する資金等
による国際金融システムの濫用への対応

政 6-2-1 ＯＤＡ等の効率的・戦略的な活用

政 6-2-2
有償資金協力（国際協力機構（ＪＩＣＡ））を通じた支援並びに国際協
力銀行（ＪＢＩＣ）及び国際開発金融機関（ＭＤＢｓ）を通じた支援等

政 6-2-3 債務問題への取組

政 6-2-4 開発途上国に対する知的支援

政策目標６-３ 政 6-3-1 円借款、国際協力銀行（ＪＢＩＣ）業務を通じた支援の推進

政 7-1-1 政府関係金融機関等の経済・金融情勢等に応じた適切な対応の確保

政 7-1-2 政府関係金融機関等の財務の健全性及び適正な業務運営の確保

政 8-1-1 地震保険制度の安定的な運営

政 8-1-2 地震保険の普及

政 8-1-3 地震保険検査の実施

政 9-1-1
被用者年金一元化後の年金制度の適正な運営を含む社会保障制度改革へ
の対応

政 9-1-2 諸外国との社会保障協定への対応

政 9-1-3 国家公務員共済組合連合会等の適正な運営の確保

政 10-1-1 経費予算の認可

政 10-1-2 財務諸表の承認

政 11-1-1 たばこ事業の適切な運営と管理・監督

政 11-1-2 塩事業の適切な運営の確保

政策目標８-１

政策目標11-１

政策目標９-１

政策目標10-１

政策目標７-１

政策目標６-１

政策目標６-２

財務省が所管する法人及び事業等の適正な管理、運営の確保

政策目標６

政策目標５-３

政策目標５-２
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指標の種類 指　標　名

(定量的) 総 1-1-A-1 財政健全化目標の達成に向けた取組

(定性的) 総 1-1-B-1 社会保障・税一体改革の継続的な実施

(定性的) 総 2-1-B-1 経済社会の構造変化を踏まえた税制改正の検討

総 3-1-B-1 国債管理政策の適切な運営

総 3-2-B-1 各年度の財政投融資計画の編成

総 3-3-B-1 国有財産の有効活用に向けた各施策の取組状況

総 3-4-B-1 国庫金の効率的かつ正確な管理

総 4-1-B-1 金融システムの安定を確保するための取組

総 4-2-B-1 通貨に対する信頼を維持するための取組

総 5-1-B-1 世界経済の持続的発展等に向けた国際的な協力への参画

総 5-1-B-2 アジアにおける地域金融協力の推進

総 5-1-B-3 「質の高いインフラ輸出拡大イニシアティブ」の推進

総 5-1-B-4 日本企業の海外展開支援の推進

総 5-2-B-1 国際貿易の秩序ある発展に向けた国際的な協力への取組

総 6-1-B-1
「経済財政運営と改革の基本方針2018」における目標達成
に向けた取組の進捗状況の把握・分析

総 6-1-B-2 大震災等からの復興加速への取組

指標の種類 指　標　名

政 1-1-1-B-1
予算編成における重点的な配分と財政健全化目標の達成に
向けた取組の実施

政 1-1-1-B-2 予算執行調査等の予算編成等への適切な活用・反映

政 1-1-1-B-3 予算編成における東日本大震災への適切な対応

政 1-1-2-B-1 財政に関する広報活動の実施状況

政 1-1-2-B-2 概算要求書等の財務省ウェブサイトからの閲覧可能化

政策目標１-２ (定性的) 政 1-2-1-B-1 必要な歳入の確保及び説明責任の向上

総合目標６
 (財政･経済運営)

政策目標１

目　標

総合目標１
（財政）

総合目標２
（税制）

総合目標３
（財務管理）

　総合目標４
 (通貨･
   金融システム)

総合目標５
（世界経済）

測定指標一覧表

（注）測定指標には「テーマの整理番号（２桁）又は施策番号（３桁）－定量的なもの（Ａ）か定性的なもの
（Ｂ）かの符号－その範囲内での枝番号」という４桁又は５桁の番号からなる指標番号を付しています。

 （健全な財政の確保）

(定性的)

指標番号

目　標 指標番号

政策目標

(定性的)

(定性的)

(定性的)

(定性的)

総合目標

政策目標１-１

資料４
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政 1-3-1-B-1 定期的な予算執行に関する情報開示の確認

政 1-3-2-B-1 円滑かつ効率的な予算執行の確保の取組

政 1-3-3-B-1 予算執行調査の実施

政 1-3-4-B-1 予算の適正かつ効率的な執行の確保のための要請等の実施

政 1-4-1-A-1
予算使用の状況、国庫歳入歳出状況及び決算概要の定期的
な公表状況

政 1-4-2-A-1 歳入歳出決算の会計検査院への送付日

政 1-4-2-A-2 歳入歳出決算の国会への提出日

政策目標１-５ (定性的) 政 1-5-1-B-1 地方の歳入面・歳出面の改革

(定量的) 政 1-6-1-A-1 国の財務書類（一般会計・特別会計）の公表日

(定性的) 政 1-6-1-B-1
国民に対して分かりやすい国の財務書類関係資料の作成・
公表

政 2-1-2-A-1 税制メールマガジン登録者数

政 2-1-2-A-2
財務省の税制関連ウェブサイトに関する評価（内容のわか
りやすさ）

政 2-1-2-A-3 社会保障と税の一体改革に関する説明会の開催

(定性的) 政 2-1-1-B-1
平成30年度税制改正の着実な実施と平成31年度税制改正の
検討

政 3-1-4-A-1 国債関係の懇談会等の開催状況

政 3-1-4-A-2 入札の結果発表を当日所定の時刻に行った割合

政 3-1-5-A-1 国債関係の定期的な公表資料の年間公表回数

政 3-1-5-A-2
「国債及び借入金並びに政府保証債務現在高」を所定の時
期に公表した割合

政 3-1-1-B-1 市場のニーズ・動向等を踏まえた国債発行

政 3-1-1-B-2 適切な債務管理

政 3-1-2-B-1 国債市場の流動性維持・向上

政 3-1-3-B-1 保有者層の多様化

政 3-1-4-B-1 市場との対話等

政 3-1-5-B-1 国債に係る国民等の理解の向上

政 3-2-2-A-1 財政投融資関係の定期的な資料の公表及び内容の充実

政 3-2-3-A-1 実地監査結果

政 3-2-1-B-1
社会経済情勢等の変化を踏まえ、政策評価を活用した適切
な審査に基づく財政投融資計画の編成

政 3-2-1-B-2 産業投資を活用した長期リスクマネーの供給

政 3-2-2-B-1 政策コスト分析の充実

政 3-2-2-B-2 財政投融資計画編成に係る情報の公表

政 3-2-4-B-1
貸付金の確実な回収と的確な資産負債管理による財務の健
全性の確保

(定量的)

（国の資産・負債の適正な管理）政策目標３

(定量的)

(定性的)

政策目標３-１

(定性的)

政策目標３-２

政策目標２-１

(定性的)

(定量的)

(定量的)

政策目標２ （適正かつ公平な課税の実現）

政策目標１-４

政策目標１-６

政策目標１-３
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政 3-3-3-A-1 監査実施割合

政 3-3-4-A-1
未利用国有地（財務省所管一般会計所属普通財産）の一般
競争入札実施状況

政 3-3-5-A-1 旧里道・旧水路等の売却事務処理状況

政 3-3-5-A-2 国有財産に関する相談、照会の処理状況

政 3-3-6-A-1
国有財産増減及び現在額総計算書等の会計検査院への送付
日

政 3-3-6-A-2 国有財産増減及び現在額総計算書等の国会への報告日

政 3-3-1-B-1 庁舎の入替調整等の実施状況

政 3-3-2-B-1 宿舎の改修等工事の実施状況

政 3-3-4-B-1
介護や保育などの人々の安心につながる分野での国有財産
の有効活用

政 3-3-4-B-2
災害応急対策等の備えなど防災に関する諸活動の推進への
国有財産の有効活用

政 3-3-4-B-3 地区計画活用型一般競争入札や二段階一般競争入札の活用

政 3-3-4-B-4 交換制度の活用及び瑕疵等明示売却の実施

政 3-3-4-B-5 暫定活用の推進

政 3-3-4-B-6
売却及び貸付にかかる公正、透明な処理及び暴力団排除の
徹底

政 3-3-5-B-1
処分等価格の見積り合せの実施及び契約金額の情報開示の
徹底

政 3-3-5-B-2 貸付中財産の積極的な買受勧奨の実施

政 3-3-5-B-3 貸付中財産の東日本大震災等にかかる適切な対応の実施

政 3-3-5-B-4 国有財産の管理処分事務等の外部委託

政 3-3-5-B-5 政府が保有する特殊会社等の株式の管理・処分

政 3-3-5-B-6 物納株式等の管理・処分

政 3-3-6-B-1 ウェブサイトにおける情報内容の充実、利便性の向上

政 3-3-6-B-2 未利用国有地の売却情報等の公開・情報発信

政 3-4-1-A-1 資金需要に対して国庫内の資金で対応した割合

政 3-4-2-A-1 一般会計歳入歳出主計簿と国庫原簿との突合結果

政 3-4-3-A-1 国庫収支に関する定期的な公表資料の公表の状況

(定量的) 政 4-1-4-A-1 地金の売払い計画及び実績

政 4-1-1-B-1
通貨を円滑に供給するための製造計画の策定等の適切な実
行

政 4-1-1-B-2 製造貨幣大試験の適切な実施

政 4-1-2-B-1 偽造通貨対策の適切な推進

政 4-1-3-B-1 記念貨幣の適切な発行

政 4-1-5-B-1 通貨に関する適切な情報の発信と質問への対応

(定性的)

(定量的)

政策目標３-３

政策目標３-４

政策目標４ （通貨及び信用秩序に対する信頼の維持）

(定性的)
政策目標４-１
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政 4-2-1-B-1 金融システムの安定のために必要な制度の整備

政 4-2-2-B-1 預金保険機構等の適切な監督

政 4-2-2-B-2 株式会社地域経済活性化支援機構の適切な監督

政 4-2-2-B-3 株式会社東日本大震災事業者再生支援機構の適切な監督

政 5-1-1-B-1 適切な関税改正の実施

政 5-1-2-B-1 特殊関税制度の適正な運用

(定量的) 政 5-2-2-A-1 税関相互支援等の枠組みを構築した国・地域数

政 5-2-1-B-1 多角的自由貿易体制の維持・強化及び経済連携の推進

政 5-2-2-B-1 税関分野における貿易円滑化の推進

政 5-3-1-A-1
事前教示制度の運用状況（一定期間以内で回答した割合
等）

政 5-3-2-A-1 不正薬物の水際押収量の割合

政 5-3-2-A-2 出港前報告情報による検査の割合

政 5-3-3-A-1 ＡＥＯ事業者新規承認数

政 5-3-3-A-2 輸出入通関における利用者満足度

政 5-3-4-A-1 ＮＡＣＣＳの利用状況（システム処理率）

政 5-3-5-A-1 税関ホームページへのアクセス状況

政 5-3-5-A-2 講演会及び税関見学における満足度

政 5-3-5-A-3 輸出入通関制度の認知度

政 5-3-5-A-4 密輸取締り活動に関する認知度

政 5-3-5-A-5
税関相談官制度の運用状況（税関相談についての利用者満
足度）

政 5-3-5-A-6 カスタムスアンサー利用件数

政 5-3-1-B-1 輸入（納税）申告の適正性の確保

政 5-3-2-B-1 密輸事犯に対する水際取締りの厳正な実施

政 5-3-4-B-1 ＮＡＣＣＳセンターの監督

(定性的)

(定性的)

(定性的)

政策目標５ （貿易の秩序維持と健全な発展）

(定量的)

政策目標５-２

政策目標５-１

政策目標４-２ (定性的)

政策目標５-３
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(定量的) 政 6-1-1-A-1
外国為替市場の安定に向けた取組、外貨準備の運用状況、
国際金融市場動向にかかる正確かつ適時な情報の提供

政 6-1-2-B-1 国際金融システムの安定に向けた国際的な協力への参画

政 6-1-3-B-1 アジアにおける地域金融協力への取組

政 6-1-4-B-1 国連安保理決議及び国際協調等に基づく制裁措置の実施等

(定量的) 政 6-2-4-A-1 知的支援に関する研修・セミナー参加者の満足度

政 6-2-1-B-1 ＯＤＡの効率的・戦略的な活用

政 6-2-1-B-2
その他の政府資金（ＯＯＦ：Other Official Flows）の効
率的・戦略的な活用

政 6-2-2-B-1 国際開発金融機関（ＭＤＢs）等を通じた支援への参画

政 6-2-2-B-2 ＵＨＣ実現に向けた議論への参画

政 6-2-2-B-3 地球環境保全に向けた議論への参画

政 6-2-3-B-1 債務に関する諸問題についての議論への参画

政 6-3-1-B-1 円借款を通じた支援の取組

政 6-3-1-B-2 国際協力銀行（ＪＢＩＣ）を通じた支援の取組

政 7-1-1-B-1
中小企業・小規模事業者への金融支援等を通じた資金繰り
の円滑化

政 7-1-1-B-2
地域経済の活性化や企業の競争力強化等に貢献する成長資
金の供給の強化

政 7-1-2-B-1 　政府関係金融機関等に対する検査の的確な実施

(定量的) 政 8-1-3-A-1 地震保険検査先数の推移

政 8-1-1-B-1 安定的な地震保険制度の実現

政 8-1-2-B-1 地震保険の普及促進に向けた取組

政 9-1-1-B-1
被用者年金一元化後の年金制度の適正な運営を含む社会保
障制度改革への対応

政 9-1-2-B-1 諸外国との社会保障協定への対応

政 9-1-3-B-1 国家公務員共済組合連合会等の適正な運営の確保

政 10-1-1-B-1 経費予算の効率性の確保

政 10-1-2-B-1 財務諸表の適正性の確保

政 11-1-1-A-1 製造たばこ小売販売業の許可に係る標準処理期間達成率

政 11-1-2-A-1 塩製造業者等の登録に係る標準処理期間達成率

政 11-1-2-A-2 塩需給見通し及び塩需給実績の定期的な公表状況

政 11-1-1-B-1
たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約等に係る国内
措置に関する取組

政 11-1-1-B-2 未成年者喫煙防止に対する取組

政 11-1-1-B-3 たばこ事業者からの申請に対する許認可等の処理

政 11-1-2-B-1
塩事業センターの監督、塩事業者からの登録等に対する処
理

(定性的)

(定性的)

(定性的)

(定性的)

(定性的)

財務省が所管する法人及び事業等の適正な管理、運営の確保

政策目標６

(定量的)

政策目標11-１

政策目標９-１

政策目標10-１

政策目標７-１

政策目標８-１

政策目標６-３

政策目標６-１

政策目標６-２

(定性的)

(定性的)

(定性的)

（国際金融システムの安定的かつ健全な発展と開発途上国の経済社会の発展の
促進）
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